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日本における品質確保の取組と課題

～ 発注者責任に関する懇談会の取組 ～

東京大学

小 澤 一 雅

2

建設投資の推移
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建設業就業者数の推移

4

これまでのシステム

指名競争入札を中心としたシステム

優れた実績を有する信頼性の高い企業の
中から入札に参加する者を選定。

談 合 透明性• 要点確認の監督・検査
• 標準化・マニュアル化

発 注 者

• 誠実な遂行
• 技術の習熟

受 注 者

指 名 品質の確保信頼関係

価 格

発注者責任懇談会資料に加筆修正
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国土交通省直轄事業の建設生産システムに
おける発注者責任に関する懇談会

設立趣意書

本懇談会は、中央建設業審議会の議論を

踏まえつつ、国土交通省直轄事業の建設生産

システムに関する実態に基づき、発注者責任

の観点から、建設生産システムの在り方及び

諸課題への対応方針についての検討・提言を

行うことにより、国土交通省直轄事業の適切な

執行を図ることを目的に設置するものである。

6

国土交通省直轄事業の建設生産システムにおける
発注者責任に関する懇談会 委員

国土交通省関東地方整備局事務局
国土交通省
技術調査課長前川秀和委 員

国土交通省
国土技術政策総合研究所

事務局
国土交通省
地方課長森下憲樹委 員

国土交通省大臣官房技術調査課事務局
国土交通省
技術審査官佐藤直良委 員

国土交通省総合政策局鵜沢哲也
オブザー
バー高知工科大学福田昌史委 員

国土交通省総合政策局吉田光市
オブザー
バー北海道大学高野伸栄委 員

国土交通省
関東地方整備局中島威夫委 員弁護士佐藤典子委 員

国土交通省港湾局山縣宣彦委 員ジャーナリスト木戸健介委 員

国土交通省道路局木村昌司委 員東洋大学大森文彦委 員

国土交通省河川局関 克己委 員北海道大学厚谷襄児委 員

国土交通省
官庁営繕部計画課長澤木英二委 員東京大学小澤一雅委員長
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新しいシステムの構築

① 国民のニーズにあった社会資本の整備に関する責任

② 価格と品質が総合的に優れたものをタイムリーに
調達し継続的に提供する責任

③ 発注者と受注者がそれぞれ工事等の品質確保に
責任を持つ仕組みを構築・維持する責任

指名競争入札における「好循環」にかわる
循環システムの構築

大・中・小の循環システムの構築

＝

発注者責任のあり方

8

新しい建設生産システム
発注者の体制整備・発注者支援の仕組みづくり

CALS/ECの活用による設計～維持管理を通じた情報の共有・活用

発
注
者

受
注
者

〔計

画
〕

〔調

査

・
設

計
〕

〔
維

持

管

理
〕

競争
参加者

入札
参加者

施工者

資格
審査

入札・
契約

工事
施工

評価

〔施工〕

成績評定の重視

CORINS やTECRIS等による
情報の共有・活用

成績評定を格付・入札参加
要件にフィードバック

小循環 小循環

大循環

大循環

中循環
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新しい建設生産システムの基本的方向と具体的な検討課題

具体的な検討課題建設生産シ
ステムにお
ける大・中・
小の循環

個々の工事
等において
品質の高い
成果が確実
に得られる
仕組み

基本的方向

発注者の
品質確保への
取組強化

発注者の
体制整備

受注者による
品質確保への
取組強化

小循環

○施工プロセス通じた検査へ
の転換

○現場の問題発生に対する
迅速な対応

○適切なペナルティの検討

○人材の育成、技術力の継承
○発注者支援の仕組みづくり

○設計照査制度の導入等
適切な品質管理プロセスの
確立

○設計技術者資格要件の
検討

10

新しい建設生産システムの基本的方向と具体的な検討課題

建設生産シ
ステムにお
ける大・中・
小の循環

企業の実績
や努力が
受注者選定
に適切に
反映される
仕組み

中循環

基本的方向

成績や体制を
重視する企業・
技術者等評価
の仕組みづくり

発注方法の
最適化

契約・支払方
法の最適化

具体的な検討課題

○多面的で適正な企業・技術者
等評価の実施

○企業の技術力を重視した
格付制度の導入、入札参加
要件の設定

○総合評価方式の充実
○下請企業（専門工事業者）を
重視した調達

○計画・基本設計おける技術的
検討の重視

○設計と施工の役割分担の
見直し

○積算手法の見直し

○支払制度・瑕疵担保の見直し
○総価契約単価合意方式の
活用
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具体的な検討課題建設生産シ
ステムにお
ける大・中・
小の循環

基本的方向

新しい建設生産システムの基本的方向と具体的な検討課題

建設生産
システム全体
を通じて
各段階の経験
が着実に次の
段階へ引き継
がれ、かつ
上流段階に
環流される
仕組み

情報の共有化・
活用

大循環 建設生産システ
ム全体に係る
ＰＤＣＡサイクル
の構築

人材の育成、
技術力の継承

技術開発の
促進

○人材の育成、技術力の継承
○発注者支援の仕組みづくり

○設計思想等の伝達・共有
○各段階における経験・知見
の環流

○大循環を支える仕組み

○建設生産システム全体に
係るＰＤＣＡサイクルの構築

○技術開発の促進

12

工事における品質確保の方向
工事目的物の品質確保体制
QA（品質保証Quality Assurance）
=QC（品質管理Quality Control）＋AT（受取検査Acceptance Testing）

受注者 発注者

発注者及び受注者が適切に各々の責任を担うことにより、
効率的かつ効果的な品質確保が必要

発注者：監督・検査の責任の明確化と検査体制の強化
（施工プロセスを通じた検査の導入）
① 主任検査職員による段階検査の導入
② 品質監視員（インスペクター）による

施工プロセスチェックの導入

受注者：受注者による品質管理のあり方について検討
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実施体制の概念図

設計変更、
技術提案
の確認等
※現場に

臨場

段階検査や
監督における
指摘事項や
現場での懸念事項
について情報交換

発注者（契約担当官）

監督職員 総括検査職員（現行の検査職員）

主任検査職員

完成
検査段階検査

（中間技術検査
を含む）
※出来高確認
（出来形、
品質含む）施工プロセスチェック

※寸法確認、材料確認
施工方法確認等

委託機関

品質監視員
（ｲﾝｽﾍﾟｸﾀｰ）

受注者

任命 復命

報告

報告確認

任命 復命

任命

情報共有

契約

情報共有

発注者側

受注者側

14

成果品の品質評価の実施

設計業務受注者
品質評価業務受注者
（設計業務受注者と

利害関係なし）

発 注 者 業務成績

②業務成績評定

⑥成果品の品質評価の
業務成績評定への反映

①成果品の
納品 ⑤成果品の

修補請求

④評価結果
の報告

③品質評価業務
の発注

品質評価結果を反映
させた業務成果評定
→次回以降の入札
契約手続において、
企業・技術者評価に
活用する

現行のプロセス

今後のプロセス
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三者会議の設置

三者会議

発注者
（設計担当・工事担当）

設計者 施工者

全体調整

設計図書への質問
新たな技術提案設計思想の伝達

設計思想の伝達
及び情報共有

→工事目的物の
品質確保・向上、

工事の手戻りの
防止

16

企業評価プロセスのイメージ

建設業許可

競争参加資格審査

競争参加資格の確認

２
年
に
１
回

工
事
ご
と

○審査結果に基づき企業を格付

○工事ごとに競争参加に必要な要件を設定し、
要件を満足しない場合には欠格

○競争参加者のうち、価格及び品質が
総合的に最も優れた企業と契約

総合評価

落札者の決定
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入札契約に係る諸法令

国土交通省

都道府県

業監督行政庁

国
特殊法人
都道府県
市町村 等

発注者
政 策 目 標

○最も価値の高い調達の実現
・ コストの低減
・ 品質の確保
・ タイムリー
・ 不正行為の防止 等

○建設業の健全な発達

事業許可制度、
技術者制度、
経営事項審査制度
等を規定

建設業法

予定価格制度等、
入札契約
手続きの基本

を規定

会計法、地方自治法
入札契約適正化法

官製談合防止法

品確法

各種運用規則類

• 共同企業体運用基準
• 指名基準
• 低入札価格調査制度
• 監督、検査要領
• 入札監視委員会 等

官公需法
政府調達協定

独占禁止法

18

公共工事の品質確保の促進に関する法律の概要

1．公共工事の
品質確保に関する
基本理念および
発注者の責務の
明確化

2．『価格のみ競争』
から
『価格と品質で
総合的に優れた
調達』への転換

3．発注者を
サポートする
仕組みの明確化

公共工事の品質は、
価格及び品質が
総合的に優れた
内容の契約がなされる
ことにより
確保されなければ
ならないことを明記
（第3条第2項）

・工事の経験等、技術的能力
に関する事項を審査
（第11条）

・技術提案を求める入札
（第12条）

・技術提案についての改善が
可能（第13条）

・技術提案の審査の結果を
踏まえた予定価格作成
（第14条）

外部支援の活用
による発注者支援
（第15条）

〈法律の目的〉 公共工事の品質確保

施策 施策 施策

政府の策定する「基本方針」に基づき、各発注者は必要な措置を講ずる
（第9条）
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発注者の責務

• 発注者は、発注関係事務 （仕様書・設計書の

作成、予定価格の作成、入札・契約方法の選択、
契約の相手方の決定、工事の監督、工事中・
完成後の確認・評価等） を適切に実施。

• 発注者は、施工状況の評価等の資料が有効に
活用されるよう保存。また、必要な職員の配置等
に努力。

20

品質を確保するための発注手続（1）

• 発注者は、競争参加者の技術的能力（工事の経験、
施工状況の評価、配置予定技術者の経験等） を

審査。

• 発注者は、競争参加者から技術提案を求めるよう
努力し （工事の内容からみて必要がない場合は除

外）、中立・公正な審査・評価が行われるよう必要
な措置を講じて、これを適切に審査・評価。
提案内容によっては公共工事を確実に実施できな
いと認めるときは、その提案を不採用とすることが
可能。この際、評価方法等に関する情報を公表。
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品質を確保するための発注手続（2）

• 発注者は、技術提案についての改善を求め、
又は改善を提案する機会を与えることが可能。
その過程の概要は公表。

• 発注者は、高度な技術等を含む技術提案を
求めたときは、技術提案の審査後に予定価格
を定めることが可能。この際、学識経験者の
意見を聴取。

22

発注者の支援

• 発注者は、自ら発注関係事務を適切に実施
することが困難であるときは、他の地方公共
団体その他の者の能力を活用するよう努力。
その際、知識・経験、法令順守・秘密保持等
の条件を備えた者を選定するとともに、選定
した者が行う発注関係事務の公正性を確保
するため必要な措置。

• 国・都道府県は、発注関係事務を適切に実施
することができる者の育成等に努力。
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公共工事における総合評価方式

活用ガイドライン

平成17年 9月
公共工事における総合評価方式活用検討委員会

24

有資格業者名簿登録

受注・竣工

工事成績評定

価格競争

※技術提案：一般的な工事においては、簡易な施工計画、品質管理等についての提案を求める。
技術的な工夫の余地が大きい場合は、上記に加え、施工上の提案、工事目的物の品質の向上に関する高度な提案を求める。

工事施工経験

工事成績

工事発注に
おける審査・
評価に反映

工事の
施工履歴や
工事成績の
保存・活用

技術的な工夫の余地が小さい 技術的な工夫の余地が大きい
一般的な技術提案を
求める

（特に小規模な
工事）

一般的な工事

技
術
的
能
力
の
審
査

技
術
提
案
の
審
査
・評
価 予定価格の作成

技術提案の改善

総合評価
（簡易型）

総合評価
（標準型）

総合評価
（高度技術提案型）

個別の工事に際しての技術審査
・建設業者及び配置予定技術者の同種・類似工事の経験
・簡易な施工計画について、配置予定技術者のヒアリング

高度な技術や優れた
工夫を含む
技術提案を求める

・施工計画（施工手順・工期）、
品質管理（確認頻度、方法）

・建設業者及び
配置予定技術者の
同種・類似工事の
経験・成績

技術力を評価

・施工上の提案

安全対策、環境への
影響、工期の縮減

高度な技術力を
審査・評価

高度な技術力を
審査・評価

・構造物の品質の向上を
図る提案

強度、耐久性、景観、
ライフサイクルコスト

工事における
技術力の評価・活用
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評価項目の考え方

① 企業の技術力

② 企業の信頼性・社会性

③ 企業の高度な技術力

26

総合評価による落札者の決定

（１）除算方式

評価値の算出方式

（２）加算方式

評価値の算出方式

評価値 ＝ 価格評価点 ＋ 技術評価点

価 格

標準点（基礎点）＋加算点

価 格
＝

技術評価点
評価値 ＝
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除算方式

除算方式
における

総合評価方式
のイメージ

標準点＋加算点

●●

●

★

Bの評価値

基準評価値

β

B

A

D

C

100点＋β

標準点
（100点）

予定価格
入札価格

は、「要件①（入札価格が予定価格の範囲外）」
を満足しない領域

は、「要件②（最低限の要求要件を満たさない）」
を満足しない領域

× Ｃ社は、『要件①』を満たしていない。（予定価格を超過） 入札価格＞予定価格
× Ｄ社は、『要件②』を満たしていない。（「最低限の要求要件」を満たさない）
× Ａ社は、入札価格では上位だが、評価値がＢ社を下回る。
○ Ｂ社は、２つの要件をクリアし、評価値が最も高いので落札者となる。

28

加算方式

× Ｃ社は、『要件』を満たしていない。（予定価格を超過） 入札価格＞予定価格
× Ａ社は、入札価格（価格評価点）では上位だが、評価値がＢ社を下回る。

評価値 ＝価格評価点 ＋ 技術評価点
＝（１００×（１－入札価格／予定価格））＋技術評価点

○ Ｂ社は、要件をクリアし、評価値が最も高いので落札者となる。

技術評価点

入札価格

★

●
●

評
価
値
大

Bの技術評価点

Aの技術評価点

B

A C

Bの評価値

Aの評価値

予定価格

加算方式
における

総合評価方式
のイメージ

は、「要件（入札工事価格が予定価格の範囲外）」
を満足しない領域
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一般競争入札の拡大

指名競争入札

工事希望型
指名競争入札

公募型
指名競争入札

一般競争入札
（WTO対象）7.3

億円

2
億円

1
億円

指名競争入札

工事希望型
競争入札

一般競争入札
（WTO対象）

公募型
指名競争入札

一般競争入札

7.3
億円

2
億円

1
億円

3
億円

一般競争入札

一般競争入札
（WTO対象）

工事
希望型

競争入札

一般競争
入札を
積極的
に試行

7.2
億円

2
億円

〔H17年9月まで〕 〔H17年10月～H18年3月〕 〔H18年4月以降〕

30

年度別・タイプ別の実施件数

簡易型 標準型 高度技術提案型 適用率

0

500
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1500
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2500

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 4～8月

総
合
評
価
方
式
実
施
件
数

総
合
評
価
方
式
の
適
用
率0

20

40

60

80

100

（%）

計:327件

H16年度

計:1,636件 計:2,059件

H17年度 H18年度

327
12 80

192 157
1

935

253
6

1889

170
03%

15%

59%
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入札方式別の実施件数

H16年度件数 H17年度件数 H18年度（4～8月）件数

H16年度適用率 H17年度適用率 H18年度（4～8月）適用率

総
合
評
価
方
式
実
施
件
数

総
合
評
価
方
式
の
適
用
率

0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

0

20

40

60

80

100
（%）

一般競争入札
(WTO対象）

一般競争
入札

公募型
指名

競争入札

工事希望型
（指名）

競争入札

通常
指名

競争入札

100
107

52

937

1654

0
226

223 1 1

369

352 0 0 0

32

総合評価方式適用の考え方
平成19年3月

(1) 評価項目及び配点の見直し

(2) 評価方法の見直し

(3) 技術提案の課題設定と評価方法のあり方

(4) 地方公共団体における総合評価方式の
導入促進

(5) 留意事項

(6) 今後の課題
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公共調達制度を考える

～土木技術者の信頼回復を目指して～

平成18年4月

社団法人 土木学会

建設マネジメント委員会

公共調達制度WG

34

テーマ提案の視点

視点１．技術力を適切に投入し、Value for Money（VFM）を
向上させる

→ なるべく事業プロセスの上流段階で技術力を投入する
→ 多様な技術力が投入可能な制度を構築する
→ プロセスと結果の点検・評価

視点２．公正な競争環境の整備
→ 発注ロットと共同企業体運用制度の見直し
→ 透明なプロセスの実現、モニタリング
→ 三者構造の実現と適切な支払い制度

視点３．優秀な技術・技術者が活かされる環境の整備
→ 技術者資格と契約制度
→ 発注者の体制整備
→ 技術開発・技術力向上のインセンティブの付与

視点４． 地方の特徴を考慮した事業執行
→ 「安心」システムの実現
→ 経営、変更、品質、リスクの低減
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各視点とテーマの関係

〈視点３．〉
技術・技術者が活か
される環境の整備

テーマ１；制度全体の見直しと調達方式の選定

テーマ２；技術力活用と事業費削減に向けた
発注ロット拡大

テーマ３；支払い制度の見直しの方策

テーマ４；三者構造の実現
（発注者、監理者、施工者）

テーマ５；技術による自由競争案件の実施施策

テーマ６；技術開発を促進するための新しい制度

テーマ７；発注者の体制整備と人事運用方策

テーマ８；入札結果をモニタリングし、これを
評価する方策

〈視点１．〉
技術力投入による
ＶＦＭ向上

〈視点２．〉
公正な競争環境の
整備

〈視点４．〉
地方の特徴を考慮
した事業執行 テーマ９；地方における公共工事執行のあり方

36
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入札・契約
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発
注
ロ
ッ
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の
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テーマ１，６，７，９

① 調達制度全体の見直し



第18回 日･韓建設技術セミナー 基調講演 2007/9/4

19

37

第１回 建設マネジメントシンポジウム

「総合評価方式について」

～ 公共調達制度を考えるシリーズ ～

平成19年6月18日（月）申込締切日：

100名（申込先着順）定 員：

土木学会（東京都新宿区四谷１丁目

外堀公園内 JR四ッ谷駅 徒歩3分）
場 所：

平成19年6月22日（金） 13:00～17:00日 程：
総合評価方式について第１回テーマ:

建設マネジメント委員会

公共調達制度研究特別小委員会
主 催：

38

第12回
第11回

第10回

第 9回
第 8回

第 7回

第 6回
第 5回
第 4回
第 3回

第 2回

全体討論平成20年 5月未定

公共調達方式の国際比較平成20年 4月未定

地方における公共工事執行のあり方に
ついて

平成20年 3月未定

出来高部分払い方式の導入について平成20年 2月未定

コンサルタント業務の調達について平成20年 1月未定

予定価格制度と低入札価格調査制度に
ついて

平成19年12月21日（金）

契約制度の多様化について平成19年11月16日（金）

技術開発について平成19年10月18日（木）

発注ロットと共同企業体制度について平成19年 9月27日（木）

三者構造とCM方式について平成19年 8月31日（金）

制度模索のための入札結果モニタリング
について

平成19年 7月13日（金）

建設マネジメント委員会HP ； http://www.jsce.or.jp/committee/cmc/


